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児童館・保育園の指定管理者制度に関する分析
藤丸麻紀
Analysis of the Designated Administrator System 
for Children’s Hall and Nursery School
Maki FUJIMARU
要旨
　民間活力導入の流れの中で指定管理者制度が2003年に導入されて10年以上が経過し、指定管理者制度
導入施設は増加した。指定管理者制度を経済学的に考えると、不完備契約とプリンシパル＝エージェント
理論を当てはめることができる。とくに児童館・保育園への指定管理者制度導入を考えると、指定期間を
長くすることが望ましいが、エージェンシー・スラックを抑えるためにはモニターコストをかける必要が
あるといえる。実証分析で東京23区の指定管理者導入施設について分析を行ったところ、児童館・保育
園を含む社会福祉施設については指定期間が長くなっていることが分かった。次に児童館と保育園を分け
て分析したところ、保育園については指定期間が長くなっているが、児童館についてはむしろ短くなって
いることが分かった。しかし児童館・保育園に指定管理者制度を導入し、その中でもとくに株式会社を指
定管理者としている例はまだ数が少なく十分な分析が行えない。そこで東京都中央区の例を参考に事例研
究を行った。その結果、児童館に対する指定管理者制度導入によって運営費用を抑えながらサービスの質
的向上を図るために、指定期間を10年間と長くしている一方で、公設公営の館を基幹館として指導・監
督を行う、運営委員会を開催する、引継ぎ期間を長くするなど、モニターコストや引継ぎコストを十分に
かけていると推測できることが分かった。
キーワード：児童館（Children’s Hall）　保育園（Nursery School）　指定管理者制度（Designated Administrator 
System）　プリンシパル＝エージェント理論（Principal-Agent Theory）不完備契約（Incomplete 
contracts）
序文
　藤丸（2015）では、児童館の民営化（指定管理者制度導入）の推移と量的な変化の分析を行った。本
稿では、その続きとして、指定管理者制度にプリンシパル＝エージェント理論を当てはめた上で、東京
23区の指定管理者制度導入施設の数値を実証的に分析し、その中でもとくに指定期間の影響を考えてみ
る。さらに東京都中央区の例を事例研究として取り上げ、指定管理者制度導入施設全体、児童館、保育園
について具体的に分析する。
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１．民間活力導入の推移　～今後も高まる民間活力導入の必要性～
　最近は官民の協力のことを「ＰＰＰ（Public Private Partnership）」という言葉で表すこともあるが、
古くは石油危機以降から財政再建の対策として「民間活力導入」として進められてきた。1985 ～ 1987
年頃に日本専売公社、日本電信電話公社、日本国有鉄道、日本航空の民営化が進められ、1986年には民
活法（民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法）が施行された。その後、
とくにリゾート開発などの分野で第三セクターが相次いで設立されたものの、1990年代以降に破綻が目立
つようになった。バブル崩壊後、税収が伸び悩む一方で高齢化の進展に伴う社会保障関連費の増大による
財政赤字の増大が深刻になり、財政構造改革が進められる中で、民間活力導入の必要性はますます高まった。
　その中で、1999年にＰＦＩ（Private Finance Initiative）法（民間資金等の活用による公共施設等の整
備等の促進に関する法律）が制定され、さらに2003年には地方自治法改正により、民間事業者を指定管
理者として公の施設の管理を任せることが可能になった。
　今後景気回復により税収が増加したとしても、高齢化の進展による歳出増大はますます進む見込みであ
るし、さらには今まで整備してきた社会資本投資（公共投資）の維持・更新のための投資需要が増大する
見込みである。そのような状況下で、民間活力導入は今後もなお進められると思われるため、その分類や
利点・欠点をまとめてみる。
２．民間活力導入の種類
　民間活力導入という言葉は、民間の資金や技術などを取り入れるという幅広い意味をもつため、その方
法は多岐に亘るが、ここではその代表例である３つを取り上げる。
（1）第三セクター
　官民が共同出資により設立した法人で運営する方法。総務省（旧自治省）では、第三セクターを、「商法（有
限会社法を含む）の規定に基づいて設立された株式会社、合名会社、合資会社若しくは有限会社（以下『商
法法人』）、または民法の規定に基づいて設立された社団法人若しくは財団法人（以下『民法法人』）であっ
て、地方公共団体が25％以上出資している法人（複数の地方公共団体が合計で25％以上出資している法
人を含む）」と定義している。
　バブル期に設立されたリゾート開発関連の第三セクターは、その後、破綻が相次いだ。その要因には、
バブル崩壊による需要の減少も大きいが、官民の責任の分担があいまいなために投資が過大となったり事
業縮小の判断が遅れたということもある。そもそも民間だけでは行えない大規模な開発であったり、単体
ではあまり収益性が望めないが、地域開発や雇用創出という外部性を考えると多少赤字になっても行うべ
き事業であったりするために第三セクターという方式を取っているわけで、収益性が低いのはやむを得な
い場合もあるが、赤井他（2002）では、モラルハザードや逆選択が起こりやすいという点で、第三セクター
という方式が難しいものであることが指摘されている。総務省『第三セクター等の状況に関する調査結果』
2015年によると、1988年～1996年に多く設立され、ピークの1992年には467社が設立された。総数で
見ると2003年には10,111社あったが、2014年には7,745社になっている。業務分野としては、地域・都
市開発16.4％、農林水産15.5％、観光・レジャー14.8％で全体の半数近くを占める。財務状況を見ると、
2014年度調査では39.2％が赤字となっている。
　第三セクターは「損失補償契約を結んでいる」ため、破綻処理を進めた場合に、損失補償や債務保証に
よって住民負担が計上されるため、赤字であってもその処理に苦慮している場合もある。
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（2）ＰＦＩ（PrivateFinanceInitiative）
　公共施設の建設、維持管理、運営を民間の資金、経営能力、技術的能力を活用して行う方法。事業主
体の出資形態に関わらず、民間活力を活用する事業の総称であるとして、第三セクターなども含むとし
ている概念と、第三セクターとは別で政府出資なしのもののみを含むとしている概念とがある。事業手
法によって、ＢＯＴ（Build Operate Transfer）方式（民間企業が建設後、契約期間中は施設を保有して
維持管理・運営し、事業終了後に政府に施設所有権を移管する）、ＢＴＯ（Build Transfer Operate）方式
（民間企業が建設後、政府に施設の所有権を移管し、民間企業が維持管理・運営を行う）、ＢＯＯ（Build 
Operate Own）方式（民間企業が建設し、維持管理・運営を行い、そのまま所有して政府への移管は行わ
ない）などに分けられる。
　内閣府民間資金等活用事業推進室『ＰＦＩの現状について』2015年によると、ＰＦＩ法が施工された
1999年度には３件であった事業件数は2014年度には489件に増加している。そのうち教育・文化が165
件、健康・環境が85件で、合わせて約半数を占める。2013～22年の10年間で重点的に推進すべきＰＦＩ
事業としては、（1）空港・上下水道事業など公共施設等の運営権制度活用、（2）高速道路など公共施設
の維持・更新を事業収入で回収、（3）公的不動産の有効活用への民間提案、（4）その他となっている。
2014～16年度の集中強化期間の重点分野としても、空港、水道、下水道、道路が挙げられており、とく
に維持・管理が必要な社会基盤（インフラストラクチャー）投資の分野で活用される手法であるといえる。
ＰＦＩ先駆者である英国では、有料の橋、鉄道、病院、学校などの公共施設等の整備等や再開発の分野で
幅広く取り入れられている。
（3）指定管理者制度
　地方公共団体が設置する「公の施設」（地方自治法第244条）を、地方公共団体が指定する者に管理を
委託する制度。2003年の地方自治法の一部改正により、公の施設の管理について、指定管理者制度が導
入され、それまでの「管理委託制度」では、地方自治体が50％以上出資している法人や公共的団体のみ
に委託できるとしていたものが民間事業者にも委託できるようになった。また、その時点ですでに管理委
託している施設については、2006年までに指定管理者制度に移行することが必要となった。そこで、経
費の削減とサービスの向上を図るために、指定管理者制度の導入が各地方自治体で進められた。
　総務省『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平成24年版によると、2012年 4
月 1 日現在で全国で指定管理者制度を導入している施設は73,476施設にのぼり、2009年調査と比べて
3,454施設の増となっている。そのうち33.2％が民間企業（株式会社、NPO法人、学校法人、医療法人等）
が指定管理者になっており、2009年調査から3.9％ポイント増である。指定期間は５年間が56.0％を占
め、2009年調査から8.9％ポイント増である。
３．民間活力導入に関わる経済理論
（1）プリンシパル＝エージェント理論
　プリンシパル（依頼人。この場合政府）の利益のための労務の実施をエージェント（代理人。この場合
民間企業）に委任している場合に想定される問題について、経済学の理論で分析したもの。
　エージェントがプリンシパルの利益に反してエージェント自身の利益を優先した行動をとることをエー
ジェンシー・スラックという。それを回避するためには、十分な監視を行うためのエージェンシー費用が
かかるし、専門性が高い場合には十分な監視を行っても情報の非対称性によってエージェントの行動を判
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断するのが困難な場合がある。そのため、どのようなインセンティブを付する契約を結ぶことが望ましい
かという問題になる。
 
（2）不完備契約
　また、責任分担を明確に表すような契約が結ばれる必要があるが起こり得る情報すべてを事前の契約に
は明記できない場合に、不完備契約となる問題もある。これは、契約締結後に技術革新や法制度改正など
が起きた場合、例えば人的投資等のコスト追加が必要だが品質を改善するものと、コストは削減できるが
品質低下につながるものとの２種類の新しい投資が選択可能だとすると、不完備契約を結んだ民間事業者
としては、品質低下につながるコスト削減投資を選ぶ可能性が高くなることを意味する。
４．指定管理者制度に関する理論の応用
　以上の理論を踏まえ、指定管理者制度について、プリンシパル＝自治体、エージェント＝民間企業と考
えると、以下のようなことが言えるだろう。
（1）指定管理者制度では、施設は自治体の所有であり、経営を民間に任せている。そのため、経営内容
については情報の非対称性が発生する。
（2）そもそも非競合性、非排他性や福祉・教育目的、外部性などのために、民間では十分に供給されない「市
場の失敗」が起こるサービスを対象としているため、利用料金収入だけでは運営できず、自治体からの指
定管理料で運営することになるが、最小の運営費用で最大のサービスを供給する努力をするかが疑問とな
る。
（3）さらに、指定管理期間は３年から10年などと長いため、その間に予期できない社会情勢の変化や技
術革新が起こる可能性は高く、不完備契約となる可能性が高い。例えば、人件費や物品費の変動、法制度
改正等による雇用形態の変化、予測できない需要の変化、などが起きて、事前の契約には完全には盛り込
めない事態が起こる可能性がある。
（4）そこで、指定期間を定めて指定期間終了後に再公募するという形を取ることで、十分な成果を上げ
ない場合には再契約されないという意味で、エージェントに対して最小の運営費用で最大のサービスを供
給する努力をさせるためのインセンティブを持たせることが必要である。
（5）その上で、自治体の担当部署などが窓口となって十分な監視（モニター）を行う。さらに外部評価
などを実施して、利用者の満足度をチェックする。地域住民の意見を反映させるために運営会議などを行
う場合もある。
５．保育園・児童館の指定管理契約に関する仮説
（1）指定期間を短くすると、エージェントに再契約へのインセンティブが働くため、プリンシパルにとっ
てはモニターコストを減らせる。ただしあまりに短い指定期間は、指定管理者の募集・選定のコストがか
かることになる。そのため、指定期間による平均モニターコストは図１の(a)ようになるだろう。一方で、
指定期間が短いと、エージェントとしては長期的な雇用経営計画立案ができず、ベテランが育成できない。
平均運営費用は期間に対して規模の経済が働き、図１の(b)のようになるだろう。以上から、総平均費用
を考えると、図１の(c)のようになる。しかし、運営側のサービスの質を考えると、駐車場や公的施設の
貸し出しなどの比較的単純な業務が中心であれば、ベテランを育成する必要がなく、指定期間によるサー
ビスの質的向上の差異が少ないと考えるが（図１(d)）、保育園や児童館など人を預かる施設、とくに子
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ども相手の場合には、信頼関係を醸成することも重要であるため、短期間に指定管理者が変わることや、
長期の雇用ができず雇用が不安定になり職員が短期間で交代することは望ましくないだろう。つまり指定
期間によるサービスの質への影響が大きいと思われる（図１(e)）。そこで、便益－費用を考えると分かる
ように（(f)および(g)）、単純業務の場合には中期間（３～５年）の指定期間が中心となるのではないか。
同一指定管理者への再契約の場合には指定期間を長くするというインセンティブも考えられるだろう。一
方、保育園や児童館などの社会福祉施設の場合には、総平均費用が最小になる期間よりも指定期間を長め
にしているのではないだろうか。ただし、サービスの質を考えずに費用抑制のみを考えた場合には単純業
務の場合と同様に中期間が最適となるため、自治体の財政状況などによっても異なると思われる。
図１　指定期間による費用とサービスの質の変化の概念図
（2）指定管理者の種別によっても状況は異なるだろう。指定管理者制度導入前の管理委託制度のときか
ら委託していた公共的団体にひきつづき指定管理者になってもらう場合には、指定期間はあまり問題では
ないかもしれない。それに対して、新規の民間企業と契約する場合には、指定期間が短いと平均運営費用
が高くなり企業の条件に合わず応募が少ないことが考えられるため、比較的長めの指定期間を設定するの
ではないだろうか。また、民間企業の場合は、複数の施設の指定管理を引き受けた場合には、規模の経済
が働き、人員配置も行いやすいというメリットがあるが、それが独占につながった場合には、民間企業に
よるサービス向上メリットが得にくくなる。
６．東京23区の指定管理者制度導入施設に関する実証分析
　指定管理者制度を導入している自治体には、県、市区町村、政令指定都市などさまざまなレベルがあり、
また自治体の財政的状況も施設の収益状況もさまざまであるため、以下では、東京23区の例に絞って詳
細を分析していきたい。
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６．東京２３区の指定管理者制度導入施設に関する実証分析 
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　　　　　東京２３区の指定管理者制度導入施設について施設の内容と指定期間
指定期間
施設の内容
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
以上
総計
①レクリエーション・スポーツ施設 10 24 6 205 2 1 248
②産業振興施設 8 2 21 31
③基盤施設 1 82 20 498 1 5 14 621
④文教施設 1 1 96 21 251 3 5 378
⑤社会福祉施設 1 4 29 55 370 1 1 56 517
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①レクリエーション・スポーツ施設：競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設等
　②産業振興施設：産業情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設等
　③基盤施設：駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場、ケーブルテレビ施設等
　④文教施設：県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家等
　⑤社会福祉施設：病院、特別養護老人ホーム、介護支援センター、福祉・保健センター等
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
指定期間 
費用 
(b)エージェントの平均運営費用 
(a)プリンシパルの平均モニターコスト（選定・管理費用） 
(c)総平均費用（運営費用(b)とモニターコスト(a)の合計） 
(e)保育園・児童館のサービスの質 
(d)単純業務のサービスの質 
(g)保育園・児童館の便益－費用（(e)－(c)） 
(f)単純業務の便益－費用（(d)－(c)） 
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表１　東京23区の指定管理者制度導入施設について施設の内容と指定期間
　表１は、東京23区の指定管理者制度導入施設について、施設の内容と指定期間についてのクロス集計
表を作成したものである。総数では③基盤施設が最も多く、次いで⑤社会福祉施設が多い。本稿で対象と
している児童館・保育園は⑤社会福祉施設に含まれる。指定期間は５年間が約75％を占めているが、⑤
社会福祉施設に関しては10年以上が 1 割以上を占めて、他よりも多くなっている。
　この表のままでは散らばりが大きく、統計的に有意に差があるか否かの検定が行えないため、指定期間
の１年～４年を４年以下、６年～ 10年以上を６年以上として、３つにまとめた表２を作成し直し、その
表に関して期待度数を計算してχ2検定を行い、さらに特化係数を算出してグラフを描いた。
　期待度数は、行合計×列合計／総合計で算出され、施設の内容により指定期間に有意な差がないと仮定
した場合の理論値となる。この期待度数と実測値を用いてχ2を算出し、χ2検定を行ったところ、有意な
差がないとする帰無仮説の確率（ｐ値）は 5 ％（0.05）以下であり、帰無仮説を棄却できるため、指定
期間は、施設の内容によって統計的に有意な差があるといえる。
　特化係数は、
各セルの値／行合計
列合計／総合計
で求められる。全体的な傾向に対してどの項目が多いか少ないかと
いう傾向が読み取れる。これでみると、①レクリエーション・スポーツ施設は指定期間６年以上が少なく、
⑤社会福祉施設は６年以上が多くなっている。以上の分析から、５（1）の仮説で挙げた「社会福祉施設
は指定期間が長くなるものが多い」ということが実証できた。
指定期間
施設の内容
１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
以上
総計
①レクリエーション・スポーツ施設 10 24 6 205 2 1 248
②産業振興施設 8 2 21 31
③基盤施設 1 82 20 498 1 5 14 621
④文教施設 1 1 96 21 251 3 5 378
⑤社会福祉施設 1 4 29 55 370 1 1 56 517
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①レクリエーション・スポーツ施設：競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設等
　②産業振興施設：産業情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設等
　③基盤施設：駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場、ケーブルテレビ施設等
　④文教施設：県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家等
　⑤社会福祉施設：病院、特別養護老人ホーム、介護支援センター、福祉・保健センター等
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平成24年11月より作成
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表２　東京23区の指定管理者制度導入施設について施設の内容と指定期間（まとめ）
表３　東京23区の指定管理者制度導入施設について指定管理者の種別と指定期間
　次に、表３では、指定管理者の種別と指定期間のクロス集計表を見てみる。種別で見ると、③地方公共
団体はなく、①株式会社が一番多いが、次いで②の特例民法法人、一般社団・財団法人等と、④公共的団
体も多く、この３種別で80％以上を占めている。指定期間との関係で見ると、④公共的団体は10年以上
が 1 割以上と多くなっている。逆に①株式会社では３年間が 2 割以上ある。
指定期間
施設の内容 ４年以下 ５年 ６年以上 総計
①レクリエーション・スポーツ施設 40 205 3 248
②産業振興施設 10 21 31
③基盤施設 103 498 20 621
④文教施設 119 251 8 378
⑤社会福祉施設 89 370 58 517
総計 361 1345 89 1795
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平成24年11月より作成
期待度数 指定期間
施設の内容 ４年以下 ５年 ６年以上
①レクリエーション・スポーツ施設 49.876 185.827 12.296
②産業振興施設 6.235 23.228 1.537
③基盤施設 124.892 465.318 30.791
④文教施設 76.021 283.237 18.742
⑤社会福祉施設 103.976 387.390 25.634
    χ２値＝88.839
    χ２検定（P値）＝2.32×10-18
特化係数 指定期間
施設の内容 ４年以下 ５年 ６年以上
①レクリエーション・スポーツ施設 0.802 1.103 0.244
②産業振興施設 1.604 0.904 0.000
③基盤施設 0.825 1.070 0.650
④文教施設 1.565 0.886 0.427
⑤社会福祉施設 0.856 0.955 2.263
0.000
0.500
1.000
1.500
2.000
2.500
①レクリエーション・ スポーツ
施設
②産業振興施
設
③基盤施設④文教施設⑤社会福祉施
設
４年以下 ５年 ６年以上
指定期間
指定管理者の種別 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年
１０年
以上
総計
①株式会社 1 1 130 24 420 1 1 1 8 587
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 9 46 23 348 1 5 17 450
④公共的団体 1 4 19 45 309 1 48 427
⑤地縁による団体 32 32
⑥特定非営利活動法人 9 6 43 1 59
⑦①～⑥以外の団体 1 35 6 193 4 1 240
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①株式会社　（特例有限会社を含む。）
　②特例民法法人（従来の公益法人）、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、地方三公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）
　③地方公共団体　（一部事務組合等を含む。）
　④公共的団体　（例：農業協同組合、社会福祉法人、森林組合、赤十字社等）
　⑤地縁による団体　（例：自治会、町内会等）　※地方自治法第２６０条の２第７項に規定する｢認可地縁団体｣であるか否かは問わない。
　⑥特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
　⑦①～⑥以外の団体　（例：学校法人、医療法人、共同企業体等）
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平成24年11月より作成
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 表１は、東京２３区の指定管理者制度導入施設について、施設の内容と指定期間についてのクロス集計
表を作成したものである。総数では③基盤施設が最も多く、次いで⑤社会福祉施設が多い。本稿で対象と
している児童館・保育園は⑤社会福祉施設に含まれる。指定期間は５年間が約75％を占めているが、⑤社5 
会福祉施設に関しては10年以上が1割以上を占めて、他よりも多くなっている。 
 この表のままでは散らばりが大きく、統計的に有意に差があるか否かの検定が行なえないため、指定期
間の１年～４年を４年以下、６年～１０年以上を６年以上として、３つにまとめた表２を作成し直し、そ
の表に関して期待度数を計算してχ２検定を行い、さらに特化係数を算出してグラフを描いた。 
期待度数は、行合計×列合計／総合計で算出され、施設の内容により指定期間に有意な差がないと仮定10 
した場合の理論値となる。この期待度数と実測値を用いてχ２を算出し、χ２検定を行ったところ、有意な
差がないとする帰無仮説の確率（ｐ値）は 5％（0.05）以下であり、帰無仮説を棄却できるため、指定期
間は、施設の内容によって統計的に有意な差があるといえる。 
 特化係数は、各セルの値／行合計 で求められる。全体的な傾向に対してどの項目が多いか少ないかと 
        列合計／総合計 15 
いう傾向が読み取れる。これでみると、①レクリエーション・スポーツ施設は指定期間６年以上が少なく、
⑤社会福祉施設は６年以上が多くなっている。 
 以上の分析から、５（１）の仮説で挙げた「社会福祉施設は指定期間が長くなるものが多い」というこ
とが実証できた。 
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東京２３区の指定管理者制度導入施設について施設の内容と指定期間（まとめ）
指定期間
の内容 ４年以下 ５年 ６年以上 総計
エ ン・スポーツ施設 40 5 3 248
振興施設 10 1 31
施設 103 8 20 621
施設 119 1 8 378
福祉施設 89 0 58 517
361 1 89 1795
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
度数 指定期間
の内容 ４年以下 ５年 ６年以上
エ ン・スポーツ施設 49.876 185.8 12.296
振興施設 6.235 23.2 1.537
施設 124.892 465.3 30.791
施設 76.021 283.2 18.742
福祉施設 103.976 387.3 25.634
    χ ２値＝88.839
    χ ２検定（P値）＝2.32×10-18
係数 指定期間
の内容 ４年以下 ５年 ６年以上
エ ン・スポーツ施設 0.802 1.1 0.244
振興施設 1.604 0.9 . 00
施設 0.825 1.0 0.650
施設 1.56 0.8 0.427
福祉施設 0.856 0.9 2.263
和洋女子大学紀要　第56集48
表４　東京23区の指定管理者制度導入施設について指定管理者の種別と指定期間（まとめ）
　そこで、表２と同様に、指定期間を４年以下、５年、６年以上にまとめて分析を行ったのが表４である。
まず、期待度数を計算して、χ2値を算出してχ2検定を行うと、ｐ値が小さく、帰無仮説が棄却できるため、
種別によって指定期間には統計的に有意に差があるといえる。次に、特化係数を算出してグラフ化してみ
ると、①株式会社、⑥特定非営利活動法人、⑦その他の団体で指定期間６年以上が少なく、④公共的団体
では指定期間６年以上が多いといえる。以上の分析より、５（2）の仮説で「民間企業の方が長めの指定
期間を設定する」としたのは当てはまらないことが分かった。これは、企業の側からの運営費用としては
長めの指定期間が望ましいものの、監督する行政側としては指定期間を短めにしてモニターコストを抑え
たいということであろう。
７．東京23区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設に関する実証分析
　以上は全体的な指定管理者制度導入施設に関する分析であったが、ここではその中で児童館・保育園に
絞って分析してみる。
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 次に、表３では、指定管理者の種別と指定期間のクロス集計表を見てみる。種別で見ると、③地方公共
団体はなく、①株式会社が一番多いが、次いで②の特例民法法人、一般社団・財団法人等と、④公共的団
体も多く、この３種別で80％以上を占めている。指定期間との関係で見ると、④公共的団体は10年以上15 
が1割以上と多くなっている。逆に①株式会社では３年間が2割以上ある。 
表４ 
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 そこで、表２と同様に、指定期間を４年以下、５年、６年以上にまとめて分析を行ったのが表４である。
まず、期待度数を計算して、χ２値を算出してχ２検定を行うと、ｐ値が小さく、帰無仮説が棄却できるた
　　　　　東京２３区の指定管理者制度導入施設について指定管理者の種別と指定期間
指定期間
指定管理者の種別 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
以上
総計
①株式会社 1 1 130 24 420 1 1 1 8 587
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 9 46 23 348 1 5 17 450
④公共的団体 1 4 19 45 309 1 48 427
⑤地縁による団体 32 32
⑥特定非営利活動法人 9 6 43 1 59
⑦①～⑥以外の団体 1 35 6 193 4 1 240
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①株式会社　（特例有限会社を含む。）
　②特例民法法人（従来の公益法人）、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、地方三公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）
　③地方公共団体　（一部事務組合等を含む。）
　④公共的団体　（例：農業協同組合、社会福祉法人、森林組合、赤十字社等）
　⑤地縁による団体　（例：自治会、町内会等）　※地方自治法第２６０条の２第７項に規定する｢認可地縁団体｣であるか否かは問わない。
　⑥特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
　⑦①～⑥以外の団体　（例：学校法人、医療法人、共同企業体等）
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
東京２３区の指定管理者制度導入施設について指定管理者の種別と指定期間（まとめ）
指定期間
指定管理者の種別 ４年以下 ５年 ６年以上 総計
①株式会社 156 420 11 587
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 79 348 23 450
④公共的団体 69 309 49 427
⑤地縁による団体 32 32
⑥特定非営利活動法人 15 43 1 59
⑦①～⑥以外の団体 42 193 5 240
総計 361 1345 89 1795
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
期待度数 指定期間
指定管理者の種別 ４年以下 ５年 ６年以上
①株式会社 118.054 439.841 29.105
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 90.501 337.187 22.312
④公共的団体 85.876 319.953 21.172
⑤地縁による団体 6.436 23.978 1.587
⑥特定非営利活動法人 11.866 44.209 2.925
⑦①～⑥以外の団体 48.267 179.833 11.900
   χ ２値＝69.458
   χ ２検定（P値）＝1.90×10-12
特化係数 指定期間
指定管理者の種別 ４年以下 ５年 ６年以上
①株式会社 1.321 0.955 0.378
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 0.873 1.032 1.031
④公共的団体 0.803 0.966 2.314
⑤地縁による団体 0.000 1.335 0.000
⑥特定非営利活動法人 1.264 0.973 0.342
⑦①～⑥以外の団体 0.870 1.073 0.420
指定期間
指定管理者の種別 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年
１０年
以上
総計
①株式会社 1 1 130 24 420 1 1 1 8 587
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 9 46 23 348 1 5 17 450
④公共的団体 1 4 19 45 309 1 48 427
⑤地縁による団体 32 32
⑥特定非営利活動法人 9 6 43 1 59
⑦①～⑥以外の団体 1 35 6 193 4 1 240
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①株式会社　（特例有限会社を含む。）
　②特例民法法人（従来の公益法人）、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、地方三公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）
　③地方公共団体　（一部事務組合等を含む。）
　④公共的団体　（例：農業協同組合、社会福祉法人、森林組合、赤十字社等）
　⑤地縁による団体　（例：自治会、町内会等）　※地方自治法第２６０条の２第７項に規定する｢認可地縁団体｣であるか否かは問わない。
　⑥特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
　⑦①～⑥以外の団体　（例：学校法人、医療法人、共同企業体等）
： 『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する 結果』平成24年11月より作成
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表５　東京23区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設の内訳
　表５は、東京23区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設について、種別と指定期間のクロス集
計表を作成したものである。全体109施設のほぼ半数の52施設が指定期間５年となっているが、次いで
４年および10年以上も多い。種別では④公共的団体が多く、次いで①株式会社が多いが、保育園では８
割以上が④公共的団体である。
表６　東京23区の指定管理者制度導入企業の指定期間（まとめ）
 
　表５を分析するために、指定期間を４年以下、５年、６年以上とまとめただけでなく、東京23区の児童館・
保育園以外の施設もまとめて表にして分析したのが、表６である。児童館・保育園に絞ると施設数が少な
くなり期待度数が小さいために誤差が大きくなってしまうが、χ2乗検定の結果は、児童館、保育園、児童館・
保育園以外という分類によって指定期間に統計的に有意に差があるといえる。さらに特化係数のグラフを
みると、保育園では他の分類と比べて指定期間６年以上が多く、児童館では４年以下が多いといえる。
　従って、５（1）で挙げた、「児童館・保育園では指定期間を長めにしているのではないか」という仮
説については、保育園については実証されたが、児童館ではそのようになっていないことが分かった。こ
れは、児童館には学童クラブを併設している施設とそうでない施設があり、併設している場合には保育園
と同様に職員の短期間の変更は望ましくないものの、併設していない一般来館中心の施設の場合にはその
ような制約が少ないためと思われる。
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め、種別によって指定期間には統計的に有意に差があるといえる。 
 次に、特化係数を算出してグラフ化してみると、①株式会社、⑥特定非営利活動法人、⑦その他の団体
で指定期間６年以上が少なく、④公共的団体では指定期間６年以上が多いといえる。 
 以上の分析より、５（２）の仮説で「民間企業の方が長めの指定期間を設定する」としたのは当てはま
らないことが分かった。これは、企業の側からの運営費用としては長めの指定期間が望ましいものの、監5 
督する行政側としては指定期間を短めにしてモニターコストを抑えたいということであろう。 
 
７．東京２３区の児童館・保育園の指定管理制度導入施設に関する実証分析 
 以上は全体的な指定管理制度導入施設に関する分析であったが、ここではその中で児童館・保育園に絞
って分析してみる。 10 
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表５は、東京２３区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設について、種別と指定期間のクロス集
計表を作成したものである。全体 109施設のほぼ半数の 52施設が指定期間５年となっているが、次いで
４年および１０年以上も多い。種別では④公共的団体が多く、次いで①株式会社が多いが、保育園では８
割以上が④公共的団体である。 25 
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表５を、分析す 指定期間を４年以下、５年、６年以上とまとめただけでなく、東京２３区の
児童館・保育園以外の施設もまとめて表にして分析したのが、表６である。児童館・保育園に絞ると施設
東京２３区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設の内訳
指定期間 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
以上
総計
児童館 1 6 12 28 1 48
①株式会社 4 1 7 1 13
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 3 4
④公共的団体 1 2 9 11 23
⑥特定非営利活動法人 1 7 8
保育園 15 24 1 21 61
①株式会社 3 1 4 8
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 1
④公共的団体 15 19 16 50
⑥特定非営利活動法人 1 1 2
総計 1 6 27 52 1 22 109
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
東京２３区の指定管理導入企業の指定期間（まとめ）
４年以下 ５年 ６年以上 総計
児童館 19 28 1 48
保育園 15 24 22 61
児童館・保育園以外 327 1,293 66 1,686
総計 361 1,345 89 1,795
期待度数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 9.653 35.967 2.380
保育園 12.268 45.708 3.025
児童館・保育園以外 339.079 1,263.326 83.596
   χ ２値＝137.799
   χ ２検定（P値）＝1.195×10-30
特化係数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 1.968 0.779 0.420
保育園 1.223 0.525 7.274
児童館・保育園以外 0.964 1.023 0.790
４年以下 ５年 ６年以上 総計
児 19 28 1 48
保育園 15 24 22 61
児童館・保育園以外 327 1,293 66 1,686
総計 361 1,345 89 1,795
期待度数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 9.653 35.967 2.380
保育園 12.268 45.708 3.025
児童館・保育園以外 339.079 1,263.326 83.596
   χ２値＝137.799
   χ２検定（P値）＝1.195×10-30
特化係数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 1.968 0.779 0.420
保育園 1.223 0.525 7.274
児童館・保育園以外 0.964 1.023 0.790
0.000
2.000
4.000
6.000
8.000
児童館 保育園 児童館・保育園
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め、種別によって指定期間には統計的に有意に差があるといえる。 
 次に、特化係数を算出してグラフ化してみると、①株式会社、⑥特定非営利活動法人、⑦その他の団体
で指定期間６年以上が少なく、④公共的団体では指定期間６年以上が多いといえる。 
 以上の分析より、５（２）の仮説で「民間企業の方が長めの指定期間を設定する」としたのは当てはま
らないことが分かった。これは、企業の側からの運営費用としては長めの指定期間が望ましいものの、監5 
督する行政側としては指定期間を短めにしてモニターコストを抑えたいということであろう。 
 
７．東京２３区の児童館・保育園の指定管理制度導入施設に関する実証分析 
 以上は全体的な指定管理制度導入施設に関する分析であったが、ここではその中で児童館・保育園に絞
って分析してみる。 10 
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５は、東京２３区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設について、種別と指定期間のクロス集
計表を作成したものである。全体 109施設のほぼ半数の 52施設が指定期間５年となっている 次いで
４年および１０年以上も多い。種別では④公共的団体が多く、次いで①株式会社が多いが、保育園では８
割以上が④公共的団体である。 25 
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表５を、分析するために、指定期間を４年以下、５年、６年以上とまとめただけでなく、東京２３区の
児童館・保育園以外の施設もまとめて表にして分析したのが、表６である。児童館・保育園に絞ると施設
東京２３区の児童館・保育園の指定管理者制度導入施設の内訳
指定期間 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年
以上
総計
児童館 1 6 12 28 1 48
①株式会社 4 1 7 1 13
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 3 4
④公共的団体 1 2 9 11 23
⑥特定非営利活動法人 1 7 8
保育園 15 24 1 21 61
①株式会社 3 1 4 8
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 1
④公共的団体 15 19 16 50
⑥特定非営利活動法人 1 1 2
総計 1 6 27 52 1 22 109
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平 成24 年11月より作成
東京２３区 定期間（まとめ）
６年以上 総計
児童館 28 1 48
保育園 24 22 61
児童館・保育園以外 1,293 66 1,68
総計 361 1,345 89 1,795
期待度数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 9.653 35.967 2.380
保育園 12.268 45.708 3.025
児童館・保育園以外 339.079 1,263.326 83.596
 χ ２値＝137.799
   χ ２検定（P値）＝1.195×10-30
特化係数 ４年以下 ５年 ６年以上
児童館 1.968 0.779 0.420
保育園 1.223 0.525 7.274
児童館・保育園以外 0.964 1.023 0. 90
指定期間
指定管理者の種別 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年
１０年
以上
総計
①株式会社 1 1 130 24 420 1 1 1 8 587
②特例民法法人、一般社団・財団法人等 1 9 46 23 348 1 5 17 450
④公共的団体 1 4 19 45 309 1 48 427
⑤地縁による団体 32 32
⑥特定非営利活動法人 9 6 43 1 59
⑦①～⑥以外の団体 1 35 6 193 4 1 240
総計 3 15 239 104 1345 6 1 1 6 75 1795
　①株式会社　（特例有限会社を含む。）
　②特例民法法人（従来の公益法人）、一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、地方三公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）
　③地方公共団体　（一部事務組合等を含む。）
　④公共的団体　（例：農業協同組合、社会福祉法人、森林組合、赤十字社等）
　⑤地縁による団体　（例：自治会、町内会等）　※地方自治法第２６０条の２第７項に規定する｢認可地縁団体｣であるか否かは問わない。
　⑥特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
　⑦①～⑥以外の団体　（例：学校法人、医療法人、共同企業体等）
資料：総務省自治行政局行政経営支援室『公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果』平成24年11月より作成
和洋女子大学紀要　第56集50
８．東京都中央区の児童館・保育園の事例研究
　指定管理者制度導入自体が最近のことであるため、まだ2012年 4 月現在時点で作成されている上記の
表には含まれていない施設も多く、また指定期間も初めは短めに設定している場合もあるため、意図した
ような分析ができなかった。そこで、最後に事例研究として、東京都中央区の例を具体的に調べてみる。
（1）中央区の指定管理者制度導入施設について
　表７は、中央区の指定管理者制度導入施設一覧である。これを見ると、以下のようなことが分かる。①
児童館、保育園、知的障害者施設、老人ホーム等、人を相手にする社会福祉施設では、指定期間が10年
間の施設が多い。施設の一時的な利用を管理する区民館、敬老館、駐車場では３年間、利用料収入のある
スポーツセンターでは５年間が多い。これは仮説５（1）で挙げたことで、東京23区の全体的な傾向にも
合致しているが、東京23区全体では児童館に関しては当てはまらなかった。これは後述するが、件数自
体が少ないことと、最近の事例であること（2012年調査には含まれていない）が関係している。②老人ホー
ム等は社会福祉法人が多いが、その他は株式会社が多い。また、全体としては数社が参加しており独占に
はなっていない。一社が複数施設の指定管理者となっていることが多いが、これは５（2）で挙げたように、
規模の経済でより効率的な運営をめざしたものだろう。
表７　中央区の指定管理者制度導入施設（2015年９月現在）
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数が少なくなり期待度数が小さいために誤差が大きくなってしまうが、χ２乗検定の結果は、児童館、保
育園、児童館・保育園以外という分類によって指定期間に統計的に有意に差があるといえる。さらに特化
係数のグラフをみると、保育園では他の分類と比べて指定期間６年以上が多く、児童館では４年以下が多
いといえる。 
 従って、５（１）で挙げた、「児童館・保育園では指定期間を長めにしているのではないか」という仮説5 
については、保育園については実証されたが、児童館ではそのようになっていないことが分かった。これ
は、児童館には学童クラブを併設している施設とそうでない施設があり、併設している場合には保育園と
同様に職員の短期間の変更は望ましくないものの、併設していない一般来館中心の施設の場合にはそのよ
うな制約が少ないためと思われる。 
 10 
８．東京都中央区の児童館・保育園の事例研究 
 指定管理者制度導入自体が最近のことであるため、まだ 2012 上記の
表には含まれていない施設も多く、また指定期間も初めは短めに した
ような分析ができなかった。そこで、最後に事例研究として、東京都中央区の例を具体的に調べてみる。 
 15 
（１）中央区の指定管理者導入施設について 
 表７は、中央区の指定管理者導入施設一覧である。これを見ると、以下のようなことが分かる。 
①児童館、保育園、知的障害者施設、老人ホーム等、人を相手にする社会福祉施設では、指定期間が１０
年間の施設が多い。施設の一時的な利用を管理する区民館、敬老館、駐車場では３年間、利用料収入のあ
るスポーツセンターでは５年間が多い。これは仮説５（１）で挙げたことで、東京２３区の全体的な傾向20 
にも合致しているが 東京２３区全体では児童館に関して 当てはまら かった。これは後述するが、件
数自体が少ないことと、最近の事例であること（2012年調査には含まれていない）が関係している。 
②老人ホーム等は社会福祉法人が多いが、その他は株式会社が多い。また 全体としては数社が参加して
おり独占にはなっていない。一社が複数施設の指定管理者となっていることが多いが、これは５（２）で
挙げたように、規模の経済でより効率的な運営をめざしたものだろう。 25 
表７ 
 
  
中央区の指定管理者制度導入施設（2015年9月現在）
担当部署 NO. 施設名 指定管理者名 指定期間
1 中央区立伊豆高原荘 株式会社伊豆急コミュニティー 平成25年4月1日から平成30年3月31日まで 5年間
2 中央区立浜町集会施設　『浜町メモリアル』 日本メックス・タフカ共同事業体 平成25年4月1日から平成28年3月31日まで 3年間
3 中央区立中央会館　『銀座ブロッサム』 松屋グループ 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
4 中央区立区民健康村　『ヴィラ本栖』 富士屋ホテル株式会社 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
5 京橋区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
6 京橋プラザ区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
7 銀座区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
8 新富区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
9 明石町区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
10 八丁堀区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
11 新川区民館 三菱地所コミュニティ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
12 堀留町区民館 日本メックス株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
13 人形町区民館 日本メックス株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
14 久松町区民館 日本メックス株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
15 浜町区民館 日本メックス株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
16 新場橋区民館 日本メックス株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
17 佃区民館 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
18 月島区民館 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
19 勝どき区民館 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
20 豊海区民館 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
21 晴海区民館 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
22 築地社会教育会館 小学館集英社プロダクショングループ 平成27年4月1日から平成32年3月31日まで 5年間
23 日本橋社会教育会館 小学館集英社プロダクショングループ 平成27年4月1日から平成32年3月31日まで 5年間
24 月島社会教育会館 小学館集英社プロダクショングループ 平成27年4月1日から平成32年3月31日まで 5年間
25 月島社会教育会館晴海分館『アートはるみ』 小学館集英社プロダクショングループ 平成27年4月1日から平成32年3月31日まで 5年間
区民部地域振
興課
区民部文化・
生涯学習課
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資料：「中央区 指定管理者制度について」（http://www.city.chuo.lg.jp/kusei/shiteikanri/siteikannrisyaseido.html）より作成 20 
 
（２）中央区の児童館に関する指定管理導入状況 
 次に、指定管理導入施設だけでなく、中央区の児童館一覧で見てみると、表８のようになっている。2012
年 11月まではすべて公設公営で７館あったが、2012年 12月に晴海児童館が初めて指定管理者制度を導
入した公設民営館として新設され、その後、2014年から2015年にかけて、公設公営館のうち４館に指定25 
管理者制度が導入されて公設民営館となった。 
表８ 
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中央区の児童館一覧（2015年9月現在）
施設名 利用時間 指定管理者 備考
区立（公設公営） 築地児童館 午前9時から午後5時まで 新川児童館の基
幹館
区立（公設公営） 浜町児童館 午前9時から午後5時まで 堀留町児童館の
基幹館
区立（公設公営） 月島児童館 午前9時から午後5時まで 勝どき、晴海児童
館の基幹館
区立（2012/12/1に
公設民営で新設）
晴海児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2014/4/1より
公設民営化）
新川児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
堀留町児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2015/4/1より
公設民営化）
佃児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
勝どき児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社グロー
バルキッズ
26 中央区立総合スポーツセンター シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
27 中央区立浜町運動場 シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
28 中央区立月島スポーツプラザ シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
29 中央区立月島運動場 タフカ株式会社 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
30 中央区立豊海テニス場 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部商工観
光課
31 中央区立産業会館 アクティオグループ 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部日本橋
特別出張所
32 日本橋公会堂 株式会社パシフィックアートセンター 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
33 中央区立八丁堀保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
34 中央区立十思保育園 社会福祉法人清香会 平成21年8月1日から平成31年3月31日まで 10年間
35 中央区立堀留町保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成23年1月1日から平成32年3月31日まで 9年間
36 中央区立京橋こども園 株式会社小学館集英社プロダクション 平成25年10月1日から平成35年3月31日まで 10年間
37 中央区立晴海こども園 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
38 中央区立新川児童館 株式会社ポピンズ 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
39 中央区立堀留町児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
40 中央区立佃児童館 株式会社ポピンズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
41 中央区立勝どき児童館 株式会社グローバルキッズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
42 中央区立晴海児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
43 中央区立知的障害者生活支援施設
　『レインボーハウス明石』
44 中央区立知的障害者グループホーム
　『フレンドハウス京橋』
45 中央区立介護老人保健施設
　『リハポート明石』
46 中央区立特別養護老人ホーム
　『マイホーム新川』
47 中央区立高齢者在宅サービスセンター
　『マイホーム新川』
48 中央区立特別養護老人ホーム 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成37年3月31日まで 10年間
49 中央区立高齢者在宅サービスセンター 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成37年3月31日まで 10年間
50 中央区立日本橋高齢者在宅サービスセンター 株式会社ニチイ学館 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
51 中央区立桜川敬老館（いきいき桜川） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
52 中央区立浜町敬老館（いきいき浜町） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
53 中央区立勝どき敬老館（いきいき勝どき） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
環境部環境政
策課
54 中央区立温浴プラザ　『ほっとプラザはるみ』 アズビル株式会社・株式会社ピーウォッシュグループ 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
福祉保健部障
害者福祉課
区民部スポー
ツ課
福祉保健部子
育て支援課
福祉保健部子
ども家庭支援
センター
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
福祉保健部高
齢者福祉課 公益社団法人中央区医師会 平成26年4月1日から平成31年3月31日まで 5年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
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（2）中央区の児童館に関する指定管理者制度導入状況
　次に、指定管理者制度導入施設だけでなく、中央区の児童館一覧で見てみると、表８のようになってい
る。2012年11月まではすべて公設公営で７館あったが、2012年12月に晴海児童館が初めて指定管理者
制度を導入した公設民営館として新設され、その後、2014年から2015年にかけて、公設公営館のうち４
館に指定管理者制度が導入されて公設民営館となった。
表８　中央区の児童館一覧（2015年 9月現在）
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（２）中央区の児童館に関する指定管理導入状況 
 次に、指定管理導入施設だけでなく、中央区の児童館一覧で見てみると、表８のようになっている。2012
年 11月まではすべて公設公営で７館あったが、2012年 12月に晴海児童館が初めて指定管理者制度を導
入した公設民営館として新設され、その後、2014年から2015年にかけて、公設公営館のうち４館に指定25 
管理者制度が導入されて公設民営館となった。 
表８ 
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資料：「中央区 児童館」（http://www.city.chuo.lg.jp/sisetugaido/kosodate/zidokan.html）より作成 
 
中央区の児童館一覧（2015年9月現在）
施設名 利用時間 指定管理者 備考
区立（公設公営） 築地児童館 午前9時から午後5時まで 新川児童館の基
幹館
区立（公設公営） 浜町児童館 午前9時から午後5時まで 堀留町児童館の
基幹館
区立（公設公営） 月島児童館 午前9時から午後5時まで 勝どき、晴海児童
館の基幹館
区立（2012/12/1に
公設民営で新設）
晴海児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2014/4/1より
公設民営化）
新川児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
堀留町児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2015/4/1より
公設民営化）
佃児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
勝どき児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社グロー
バルキッズ
26 中央区立総合スポーツセンター シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
27 中央区立浜町運動場 シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
28 中央区立月島スポーツプラザ シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
29 中央区立月島運動場 タフカ株式会社 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
30 中央区立豊海テニス場 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部商工観
光課
31 中央区立産業会館 アクティオグループ 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部日本橋
特別出張所
32 日本橋公会堂 株式会社パシフィックアートセンター 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
33 中央区立八丁堀保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
34 中央区立十思保育園 社会福祉法人清香会 平成21年8月1日から平成31年3月31日まで 10年間
35 中央区立堀留町保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成23年1月1日から平成32年3月31日まで 9年間
36 中央区立京橋こども園 株式会社小学館集英社プロダクション 平成25年10月1日から平成35年3月31日まで 10年間
37 中央区立晴海こども園 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
38 中央区立新川児童館 株式会社ポピンズ 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
39 中央区立堀留町児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
40 中央区立佃児童館 株式会社ポピンズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
41 中央区立勝どき児童館 株式会社グローバルキッズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
42 中央区立晴海児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
43 中央区立知的障害者生活支援施設
　『レインボーハウス明石』
44 中央区立知的障害者グループホーム
　『フレンドハウス京橋』
45 中央区立介護老人保健施設
　『リハポート明石』
46 中央区立特別養護老人ホーム
　『マイホーム新川』
47 中央区立高齢者在宅サービスセンター
　『マイホーム新川』
48 中央区立特別養護老人ホーム 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成37年3月31日まで 10年間
49 中央区立高齢者在宅サービスセンター 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成37年3月31日まで 10年間
50 中央区立日本橋高齢者在宅サービスセンター 株式会社ニチイ学館 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
51 中央区立桜川敬老館（いきいき桜川） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
52 中央区立浜町敬老館（いきいき浜町） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
53 中央区立勝どき敬老館（いきいき勝どき） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
環境部環境政
策課
54 中央区立温浴プラザ　『ほっとプラザはるみ』 アズビル株式会社・株式会社ピーウォッシュグループ 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
福祉保健部障
害者福祉課
区民部スポー
ツ課
福祉保健部子
育て支援課
福祉保健部子
ども家庭支援
センター
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
福祉保健部高
齢者福祉課 公益社団法人中央区医師会 平成26年4月1日から平成31年3月31日まで 5年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
資料 :「中央区  指定管理者制度を導入している施設」（http://www.city.chuo.lg.jp/kusei/shiteikanri/siteikannrisyaseido.html）より作成
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（２）中央区の児童館に関する指定管理導入状況 
 次に、指定管理導入施設だけでなく、中央区の児童館一覧で見てみると、表８のようになっている。2012
年 11月まではすべて公設公営で７館あったが、2012年 12月に晴海児童館が初めて指定管理者制度を導
入した公設民営館として新設され、その後、2014年から2015年にかけて、公設公営館のうち４館に指定25 
管理者制度が導入されて公設民営館となった。 
表８ 
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資料：「中央区 児童館」（http://www.city.chuo.lg.jp/sisetugaido/kosodate/zidokan.html）より作成 
 
中央区の児童館一覧（2015年9月現在）
施設名 利用時間 指定管理者 備考
区立（公設公営） 築地児童館 午前9時から午後5時まで 新川児童館の基
幹館
区立（公設公営） 浜町児童館 午前9時から午後5時まで 堀留町児童館の
基幹館
区立（公設公営） 月島児童館 午前9時から午後5時まで 勝どき、晴海児童
館の基幹館
区立（2012/12/1に
公設民営で新設）
晴海児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2014/4/1より
公設民営化）
新川児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
堀留町児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社サクセ
スアカデミー
区立（2015/4/1より
公設民営化）
佃児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社ポピン
ズ
区立（2015/4/1より
公設民営化）
勝どき児童館
午前9時から午後8時まで(小学生
以下の利用は午後5時まで)
株式会社グロー
バルキッズ
26 中央区立総合スポーツセンター シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
27 中央区立浜町運動場 シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
28 中央区立月島スポーツプラザ シンコースポーツ・大成サービス共同事業体 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
29 中央区立月島運動場 タフカ株式会社 平成23年4月1日から平成28年3月31日まで 5年間
30 中央区立豊海テニス場 タフカ株式会社 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部商工観
光課
31 中央区立産業会館 アクティオグループ 平成27年4月1日から平成30年3月31日まで 3年間
区民部日本橋
特別出張所
32 日本橋公会堂 株式会社パシフィックアートセンター 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
33 中央区立八丁堀保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
34 中央区立十思保育園 社会福祉法人清香会 平成21年8月1日から平成31年3月31日まで 10年間
35 中央区立堀留町保育園 株式会社ベネッセスタイルケア 平成23年1月1日から平成32年3月31日まで 9年間
36 中央区立京橋こども園 株式会社小学館集英社プロダクション 平成25年10月1日から平成35年3月31日まで 10年間
37 中央区立晴海こども園 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
38 中央区立新川児童館 株式会社ポピンズ 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
39 中央区立堀留町児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
40 中央区立佃児童館 株式会社ポピンズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
41 中央区立勝どき児童館 株式会社グローバルキッズ 平成27年4月1日から平成37年3月31日まで 10年間
42 中央区立晴海児童館 株式会社サクセスアカデミー 平成24年12月1日から平成34年3月31日まで 10年間
43 中央区立知的障害者生活支援施設
　『レインボーハウス明石』
44 中央区立知的障害者グループホーム
　『フレンドハウス京橋』
45 中央区立介護老人保健施設
　『リハポート明石』
46 中央区立特別養護老人ホーム
　『マイホーム新川』
47 中央区立高齢者在宅サービスセンター
　『マイホーム新川』
48 中央区立特別養護老人ホーム 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成 7年3月31日まで 10年間
49 中央区立高齢者在宅サービスセンター 社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成27年6月30日まで 4年間
　『マイホームはるみ』 社会福祉法人奉優会 平成27年7月1日から平成37年3月31日まで 10年間
50 中央区立日本橋高齢者在宅サービスセンター 株式会社ニチイ学館 平成23年4月1日から平成 3年3月31日まで 10年間
51 中央区立桜川敬老館（いきいき桜川） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
52 中央区立浜町敬老館（いきいき浜町） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
53 中央区立勝どき敬老館（いきいき勝どき） アクティオ株式会社 平成26年4月1日から平成29年3月31日まで 3年間
環境部環境政
策課
54 中央区立温浴プラザ　『ほっとプラザはるみ』 アズビル株式会社・株式会社ピーウォッシュグループ 平成24年4月1日から平成29年3月31日まで 5年間
福祉保健部障
害者福祉課
区民部スポー
ツ課
福祉保健部子
育て支援課
福祉保健部子
ども家庭支援
センター
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成 6年3月31日まで 10年間
社会福祉法人東京都知的障害者育成会 平成26年4月1日から平成36年3月31日まで 10年間
福祉保健部高
齢者福祉課 公益社団法人中央区医師会 平成26年4月1日から平成31年3月31日まで 5年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成 3年3月31日まで 10年間
社会福祉法人賛育会 平成23年4月1日から平成33年3月31日まで 10年間
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　指定管理者制度導入にあたってのポイントとしては、以下のようなものが挙げられるだろう。
① 指定管理者制度を導入することで、人員配置や経営などが効率化でき、サービス向上を図れる。具体的
には、2015年 4 月から全館での日曜開館を実施し、公設民営館ではさらに利用時間を午後５時から８
時までに延長（ただし中高生の利用のみ）した。
② 指定管理者は株式会社であり、２館ずつ同じ株式会社が指定管理者となることで、規模の経済により効
率化が図れるようにしている。
③ 指定期間はすべて10年間である。これは指定管理のデメリットである「指定期間が短いと長期的な雇
用ができず職員が短期間で交替する」ということを防ぎ、子ども相手の施設としてベテランを育成する
とともに子ども及び保護者との信頼関係を築けるように配慮したものであろう。また新設の晴海児童館
を除き途中で公設民営化する館については、移行期間を１年以上取って引継ぎに時間をかけ、急な職員
の変更という民営化のデメリットを抑えている。ただし東京23区全体でみると、指定管理者が株式会
社で10年以上の施設は１つしかないが、これは晴海児童館を指しており、他区には例がないことが分
かる。
④ 株式会社で指定期間が10年間となると、不完備契約およびプリンシパル＝エージェント理論より、エー
ジェンシー・スラックが発生する可能性が高くなるため、モニターコストをかける必要が出てくる。中
央区では、表に記載のあるように、公設公営の館をそれぞれの公設民営館の基幹館として、区の職員が
指導・監督・相談などにあたっている。また、運営会議を実施して、学識経験者、地域代表、利用者代
表などの声を反映させる体制を取っている。
　以上の事例を分析すると、指定管理者制度導入により、運営費用を抑えて利用時間の拡大を可能にする
一方で、指定期間を10年にすることでデメリットを抑えてサービスの質の向上を図っていることが分か
る。指定期間を長くするとモニターコストをかける必要が出てくるため、総費用を抑えることだけを目的
とせず、サービスの質的向上もめざしたきめ細やかな公設民営化といえるだろう。まだ導入直後であり、
サービスの向上などの質的変化が利用時間拡大という制度面の変更でしか見ることができないが、今後引
き続き動向を注視して分析を行いたい。
（3）中央区の保育園に関する指定管理者制度導入状況
　児童館の指定管理者制度導入は始まったばかりでデータが少なかったため、保育園についても見てみる。
　表９は、中央区の認可保育園の一覧である。認可保育所とは、児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国
が定めた設置基準を満たして都道府県で認可された施設であり、区立でも私立でも公費で運営され、区が
一括して入園申請受付・許可を行うものである。ほかに東京都独自の基準として認証保育所もある。
　表９を見ると、設立時期によっていくつかの時代に分けられることが分かる。第一が1990年まで。ほ
とんどが区立（公設公営）で、定員も100名以上の大型が多い。第二が2004年から2013年まで。私立に
加えて指定管理者制度を導入した公設民営園ができ始めた。こども園（短時間保育の幼稚園型と長時間保
育の保育園型を兼ね備えた園）も初めて設立された。第三が2014年以降。私立認可保育園が急増している。
特徴としては１歳児以降に絞っているところが多いことで、これは近年の育児休業制度の普及と１歳児の
待機児童数の急増に対処する措置である。
　保育園に関しては、新設する際に公設民営園として設立した園ばかりで、途中で公設民営化した例はな
いため、急な職員の交代というデメリットは生じていないが、児童館と異なり利用時間の差という明らか
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設立年月日 定員合計 ０歳児(57日)
０歳児
（7か月）
１
歳児
２
歳児
３
歳児
４
歳児
５
歳児
私立認可保育園 月島聖ルカ保育園 1954/ 101 3 6 16 19 19 19 19
区立（公設公営） 明石町保育園 1961/4/1 128 － 11 19 23 25 25 25
区立（公設公営） 勝どき保育園 1961/4/1 128 － 13 20 23 24 24 24
区立（公設公営） 月島保育園 1964/9/1 128 7 5 18 23 25 25 25
区立（公設公営） 日本橋保育園 1966/9/1 91 － 7 12 18 18 18 18
私立認可保育園 みちてる保育園 1966/12/16 66 － 6 9 12 13 13 13
区立（公設公営） 晴海保育園 1970/6/1 107 － 11 16 20 20 20 20
区立（公設公営） 桜川保育園 1973/5/1 115 7 4 20 21 21 21 21
区立（公設公営） 人形町保育園 1975/5/1 105 － 12 15 18 20 20 20
区立（公設公営） かちどき西保育園 1977/9/1 120 7 5 16 20 24 24 24
区立（公設公営） 浜町保育園 1979/6/1 125 7 5 18 23 24 24 24
区立（公設公営） 築地保育園 1980/5/1 123 － 11 20 23 23 23 23
区立（公設公営） つくだ保育園 1990/4/1 131 － 13 19 24 25 25 25
私立認可保育園 さわやか保育園・勝どき６丁目 2004/6/1 45 － 12 15 18 － － －
私立認可保育園 さわやか保育園・勝どき６丁目分園 2004/6/1 60 － － － － 20 20 20
区立（公設民営） 八丁堀保育園(公設民営園)(株)ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ 2004/8/1 79 4 2 9 16 16 16 16
私立認可保育園 アスク晴海３丁目保育園 2005/10/1 45 － 5 8 8 8 8 8
区立（公設民営） 十思保育園(公設民営園)(福)清香会 2009/8/1 85 － 12 13 15 15 15 15
区立（公設民営） 堀留町保育園(公設民営園)(株)ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ 2011/1/ 72 － 9 12 12 13 13 13
私立認可保育園 まなびの森保育園勝どき 2011/1/4 70 － 6 12 12 13 13 14
私立こども園 小学館ｱｶﾃﾞﾐｰ勝どきこども園 2011/3/1 108 － 18 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アスク勝どき保育園 2011/4/1 80 － 9 13 13 15 15 15
区立こども園（公設
民営）
晴海こども園(公設民営園)
(株)ｻｸｾｽｱｶﾃﾞﾐｰ 2012/12/1 105 － 12 15 18 20 20 20
私立認可保育園 ほっぺるランド日本橋堀留町 2013/4/1 70 － 9 11 12 12 13 13
私立認可保育園 太陽の子月島保育園 2013/9/1 95 － 9 16 16 18 18 18
区立こども園（公設
民営）
京橋こども園(公設民営園)
㈱小学館集英社ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ 2013/10/1 60 － 6 10 11 11 11 11
私立認可保育園 ぽけっとランド明石町保育園 2014/4/1 91 － － 16 18 19 19 19
私立認可保育園 太陽の子新川保育園 2014/4/1 95 － － 19 19 19 19 19
私立認可保育園 グローバルキッズかきがら園 2014/4/1 45 － － 9 9 9 9 9
私立認可保育園 日生東日本橋保育園ひびき 2014/4/1 90 － － 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アンジェリカ月島保育園 2014/4/1 100 － － 20 20 20 20 20
私立認可保育園 ポピンズナーサリースクール晴海 2014/4/1 60 － － 12 12 12 12 12
私立認可保育園 つきのみさきさくらさくほいくえん 2014/10/1 52 － － 13 13 13 13 －
私立認可保育園 ほっぺるランド勝どき 2014/10/1 100 － 15 20 23 24 18 －
私立認可保育園 ｷｬﾘｰ保育園八丁堀（小規模保育事業所） 2015/4/1 18 7 8 - - -
私立認可保育園 Kuukids（地域型事業所内保育事業所） 2015/4/1 10 2 6 - - -
私立認可保育園 あい保育園日本橋 2015/4/1 49 － 9 10 10 10 10 －
私立認可保育園 モニカ人形町保育園 2015/4/1 36 － － 12 12 12 － －
私立認可保育園 コビープリスクールはこざき 2015/4/1 56 － 6 11 12 13 14 －
私立認可保育園 あい保育園水天宮 2017/9/1 60 － 6 16 16 16 6 －
定　　員
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なメリットはないため、公設民営園のサービスの質が高いかどうかが気になる。そこで、第三者評価結果
から利用者評価の部分を抜き出し、中央区の認可保育所の平均値を算出したのが表10である。
表９　中央区の認可保育園一覧（2015年９月現在）（設立順）
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資料：「中央区 認可保育園一覧」（http://www.city.chuo.lg.jp/kosodate/hoiku/ninkahoiku/goannai.files/2707ninnkaitirann.pdf）より作成 
 表９は、中央区の認可保育園の一覧である。認可保育所とは、児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国
が定めた設置基準を満たして都道府県で認可された施設であり、区立でも私立でも公費で運営され、区が
一括して入園申請受付・許可を行うものである。ほかに東京都独自の基準として認証保育所もある。 
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に加えて指定管理者制度を導入した公設民営園ができ始めた。こども園（短時間保育の幼稚園型と長時間
保育の保育園型を兼ね備えた園）も始めて設立された。第三が 2014年以降。私立認可保育園が急増して
いる。特徴としては１歳児以降に絞っているところが多いことで、これは近年の育児休業制度の普及と１
歳児の待機児童数の急増に対処する措置である。 25 
 保育園に関しては、新設する際に公設民営園として設立した園ばかりで、途中で公設民営化した例はな
いため、急な職員の交代というデメリットは生じていないが、児童館と異なり利用時間の差という明らか
なメリットはないため、公設民営園のサービスの質が高いかどうかが気になる。そこで、第三者評価結果
から利用者評価の部分を抜き出し、中央区の認可保育所の平均値を算出したのが表１０である。 
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区立（公設民営）
十思保育園
(公設民営園)(福)清香会
2009/8/1 85 － 12 13 15 15 15 15
区立（公設民営）
堀留町保育園
(公設民営園)(株)ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ
2011/1/ 72 － 9 12 12 13 13 13
私立認可保育園 まなびの森保育園勝どき 2011/1/4 70 － 6 12 12 13 13 14
私立こども園 小学館ｱｶﾃﾞﾐｰ勝どきこども園 2011/3/1 108 － 18 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アスク勝どき保育園 2011/4/1 80 － 9 13 13 15 15 15
区立こども園（公設
民営）
晴海こども園(公設民営園)(株)ｻｸｾｽ
ｱｶﾃﾞﾐｰ
2012/12/1 105 － 12 15 18 20 20 20
私立認可保育園 ほっぺるランド日本橋堀留町 2013/4/1 70 － 9 11 12 12 13 13
私立認可保育園 太陽の子月島保育園 2013/9/1 95 － 9 16 16 18 18 18
区立こども園（公設
民営）
京橋こども園(公設民営園)
㈱小学館集英社ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ
2013/10/1 60 － 6 10 11 11 11 11
私立認可保育園 ぽけっとランド明石町保育園 2014/4/1 91 － － 16 18 19 19 19
私立認可保育園 太陽の子新川保育園 2014/4/1 95 － － 19 19 19 19 19
私立認可保育園 グローバルキッズかきがら園 2014/4/1 45 － － 9 9 9 9 9
私立認可保育園 日生東日本橋保育園ひびき 2014/4/1 90 － － 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アンジェリカ月島保育園 2014/4/1 100 － － 20 20 20 20 20
私立認可保育園 ポピンズナーサリースクール晴海 2014/4/1 60 － － 12 12 12 12 12
私立認可保育園 つきのみさきさくらさくほいくえん 2014/10/1 52 － － 13 13 13 13 －
私立認可保育園 ほっぺるランド勝どき 2014/10/1 100 － 15 20 23 24 18 －
私立認可保育園
ｷｬﾘｰ保育園八丁堀（小規模保育事
業所）
2015/4/1 18 7 8 - - -
私立認可保育園
Kuukids（地域型事業所内保育事業
所）
2015/4/1 10 2 6 - - -
私立認可保育園 あい保育園日本橋 2015/4/1 49 － 9 10 10 10 10 －
私立認可保育園 モニカ人形町保育園 2015/4/1 36 － － 12 12 12 － －
私立認可保育園 コビープリスクールはこざき 2015/4/1 56 － 6 11 12 13 14 －
私立認可保育園 あい保育園水天宮 2017/9/1 60 － 6 16 16 16 6 －
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東京都中央区の認可保育所に対する福祉サービス第三者評価結果のまとめ
公設公営 公設民営 私立
1．提供される食事は、子どもの状況に配慮されているか 89.4% 91.5% 91.3%
2．保育所の生活で身近な自然や社会と十分関わっているか 67.5% 76.5% 64.1%
3．保育時間の変更は、保護者の状況に柔軟に対応されているか 62.5% 78.3% 74.5%
4．安全対策が十分取られていると思うか 81.9% 81.3% 65.9%
5．行事日程の設定は、保護者の状況に対する配慮は十分か 60.9% 89.0% 76.3%
6．子どもの保育について家庭と保育所に信頼関係があるか 77.8% 86.0% 77.8%
7．保護者の考えを聞く姿勢があるか 77.5% 86.0% 79.3%
9．職員の接遇・態度は適切か 85.9% 83.3% 81.3%
12．子どもの気持ちを尊重した対応がされているか 86.5% 87.5% 84.8%
13．子どもと保護者のプライバシーは守られているか 78.6% 86.5% 77.3%
14．保育内容に関する職員の説明はわかりやすいか 79.0% 78.8% 77.9%
15．利用者の不満や要望は対応されているか 56.2% 77.3% 67.1%
16．外部の苦情窓口（行政や第三者委員等）にも相談できることを伝えられているか 44.3% 43.5% 44.9%
資料：「東京福祉ナビゲーション」（http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/）より作成。
平成26年度より評価項目が一部変更になったため、8,10,11の項目は対象数が少ないため削除した。
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表10　東京都中央区の認可保育所に対する福祉サービス第三者評価結果のまとめ
　この表を見ると、公設民営園は総じて高い評価を得ていることが分かる。とくに「５．行事日程の設定」
については、公設公営の園では保護者会や卒園式などが平日に設定されていることが多いが、公設民営の
園では土日に設定されており、職員の都合よりも保護者の都合を配慮しているため評価が高くなっている
のだろう。また「６．家庭との信頼関係」「７．保護者の考えを聞く姿勢」「15．利用者の不満や要望へ
の対応」なども公設民営園の方が高くなっている。一方で「９．職員の接遇・態度」は若干であるが公設
公営園の方が高くなっている。これは公設公営園の方が職員の平均年齢が高いことが多いため、ベテラン
の方が安心ができるということだろう。ただしこの調査は園によって大きく評価が異なっている。とくに
公設民営、私立ではその分散が大きい。したがって、ひとくちに公設民営化といってもどの会社が指定管
理者になるかということによってサービスの質は変わるだろう。そのために、より良い指定管理者を選ぶ
ことと、時にはモニターコストをかけることが重要である。
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資料：「中央区 認可保育園一覧」（http://www.city.chuo.lg.jp/kosodate/hoiku/ninkahoiku/goannai.files/2707ninnkaitirann.pdf）より作成 
 表９は、中央区の認可保育園の一覧である。認可保育所とは、児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国
が定めた設置基準を満たして都道府県で認可された施設であり、区立でも私立でも公費で運営され、区が
一括して入園申請受付・許可を行うものである。ほかに東京都独自の基準として認証保育所もある。 
 表９を見ると、設立時期によっていくつかの時代に分けられることが分かる。第一が 1990年まで。ほ20 
とんどが区立（公設公営）で、定員も 100名以上の大型が多い。第二が 2004年から 2013年まで。私立
に加えて指定管理者制度を導入した公設民営園ができ始めた。こども園（短時間保育の幼稚園型と長時間
保育の保育園型を兼ね備えた園）も始めて設立された。第三が 2014年以降。私立認可保育園が急増して
いる。特徴としては１歳児以降に絞っているところが多いことで、これは近年の育児休業制度の普及と１
歳児の待機児童数の急増に対処する措置である。 25 
 保育園に関しては、新設する際に公設民営園として設立した園ばかりで、途中で公設民営化した例はな
いため、急な職員の交代というデメリットは生じていないが、児童館と異なり利用時間の差という明らか
なメリットはないため、公設民営園のサービスの質が高いかどうかが気になる。そこで、第三者評価結果
から利用者評価の部分を抜き出し、中央区の認可保育所の平均値を算出したのが表１０である。 
表１０ 30 
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区立（公設民営）
十思保育園
(公設民営園)(福)清香会
2009/8/1 85 － 12 13 15 15 15 15
区立（公設民営）
堀留町保育園
(公設民営園)(株)ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ
2011/1/ 72 － 9 12 12 13 13 13
私立認可保育園 まなびの森保育園勝どき 2011/1/4 70 － 6 12 12 13 13 14
私立こども園 小学館ｱｶﾃﾞﾐｰ勝どきこども園 2011/3/1 108 － 18 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アスク勝どき保育園 2011/4/1 80 － 9 13 13 15 15 15
区立こども園（公設
民営）
晴海こども園(公設民営園)(株)ｻｸｾｽ
ｱｶﾃﾞﾐｰ
2012/12/1 105 － 12 15 18 20 20 20
私立認可保育園 ほっぺるランド日本橋堀留町 2013/4/1 70 － 9 11 12 12 13 13
私立認可保育園 太陽の子月島保育園 2013/9/1 95 － 9 16 16 18 18 18
区立こども園（公設
民営）
京橋こども園(公設民営園)
㈱小学館集英社ﾌﾟﾛﾀﾞｸｼｮﾝ
2013/10/1 60 － 6 10 11 11 11 11
私立認可保育園 ぽけっとランド明石町保育園 2014/4/1 91 － － 16 18 19 19 19
私立認可保育園 太陽の子新川保育園 2014/4/1 95 － － 19 19 19 19 19
私立認可保育園 グローバルキッズかきがら園 2014/4/1 45 － － 9 9 9 9 9
私立認可保育園 日生東日本橋保育園ひびき 2014/4/1 90 － － 18 18 18 18 18
私立認可保育園 アンジェリカ月島保育園 2014/4/1 100 － － 20 20 20 20 20
私立認可保育園 ポピンズナーサリースクール晴海 2014/4/1 60 － － 12 12 12 12 12
私立認可保育園 つきのみさきさくらさくほいくえん 2014/10/1 52 － － 13 13 13 13 －
私立認可保育園 ほっぺるランド勝どき 2014/10/1 100 － 15 20 23 24 18 －
私立認可保育園
ｷｬﾘｰ保育園八丁堀（小規模保育事
業所）
2015/4/1 18 7 8 - - -
私立認可保育園
Kuukids（地域型事業所内保育事業
所）
2015/4/1 10 2 6 - - -
私立認可保育園 あい保育園日本橋 2015/4/1 49 － 9 10 10 10 10 －
私立認可保育園 モニカ人形町保育園 2015/4/1 36 － － 12 12 12 － －
私立認可保育園 コビープリスクールはこざき 2015/4/1 56 － 6 11 12 13 14 －
私立認可保育園 あい保育園水天宮 2017/9/1 60 － 6 16 16 16 6 －
3
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東京都中央区の認可保育所に対する福祉サービス第三者評価結果のまとめ
公設公営 公設民営 私立
1．提供される食事は、子どもの状況に配慮されているか 89.4% 91.5% 91.3%
2．保育所の生活で身近な自然や社会と十分関わっているか 67.5% 76.5% 64.1%
3．保育時間の変更は、保護者の状況に柔軟に対応されているか 62.5% 78.3% 74.5%
4．安全対策が十分取られていると思うか 81.9% 81.3% 65.9%
5．行事日程の設定は、保護者の状況に対する配慮は十分か 60.9% 89.0% 76.3%
6．子どもの保育について家庭と保育所に信頼関係があるか 77.8% 86.0% 77.8%
7．保護者の考えを聞く姿勢があるか 77.5% 86.0% 79.3%
9．職員の接遇・態度は適切か 85.9% 83.3% 81.3%
12．子どもの気持ちを尊重した対応がされているか 86.5% 87.5% 84.8%
13．子どもと保護者のプライバシーは守られているか 78.6% 86.5% 77.3%
14．保育内容に関する職員の説明はわかりやすいか 79.0% 78.8% 77.9%
15．利用者の不満や要望は対応されているか 56.2% 77.3% 67.1%
16．外部の苦情窓口（行政や第三者委員等）にも相談できることを伝えられているか 44.3% 43.5% 44.9%
資料：「東京福祉ナビゲーション」（http://www.fukunavi.or.jp/fukunavi/）より作成。
平成26年度より評価項目が一部変更になったため、8,10,11の項目は対象数が少ないため削除した。
